
実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

総事業費(執行ベース) -

　・出入国管理政策懇談会を開催して有識者から意見聴取を行い，平成２２年３月に第四次出入国管理基本計画を策
定した。
　・難民認定申請制度の充実を図るため，難民審査参与員を増員し，増加する申立件数に対処することとした。
　・入国者収容所等の施設を運営するにあたり，処遇の透明性を確保するため，平成２２年度に第三者機関の入国者
収容所等視察委員会を設置し，委員からの意見を出入国管理行政に反映させることとした。
　・難民認定申請1,388件を受理し，難民審査参与員制度を継続して運用し，東京及び大阪事務局において審尋を３１７
回実施した。

執行額 -

19年度 20年度

438

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

一部改善
（出入国管理行政に関する有識者からの意見聴取の方法及び国民に対する広報の方法について実績を踏まえて精査・分析し，
経費の削減を図るべきである。）

事業番号 0062

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　( 法務省 )

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度

　　物品調達等の契約において，今後の使用見込みなどの精査を行うことで経費の縮減を図る。

93.6% 91.8%-

265

執行率

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

269

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

出入国管理業務の政策の企画・立案

入国管理局

一般会計

担当部局庁

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　時代の要請の沿った統一的・効率的な出入国管理行政の運営を図っていくための諸方策を総合的・継続的に企画・
立案すること及び難民認定業務においては国際社会の変化に即した柔軟で適正な認定がなされるように推進すること
を目的としている。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

第４次出入国管理基本計画

予算額(補正後）

上位政策

　・有識者協議会等において意見を聴取し，出入国管理政策に反映させる。
　・難民条約等に基づいた難民の認定の実施のための業務指導を行う。
　・地方入国管理官署に対する出入国管理の基本政策・方針の周知及び業務指導を行う。
　・不法就労外国人対策として関係諸機関との協議及び不法就労防止に対する啓発活動を行う。
　・外国人登録事務の運営を行う。

22年度 23年度要求

283

青木　孝

293 424308

21年度

担当課室 総務課

出入国の公正な管理

関係する計
画、通知等

出入国管理及び難民認定法

269

　法務本省において契約している案件については，調達部署と連絡を密にして契約金額・内容等の確認を行っているほ
か，地方入国管理官署で支出している案件についても，各官署から定期・随時に報告を受けて把握しているところであ
り，適正な予算執行を実施しているところである。

補
　
記

自
己
点
検

265



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

・執務資料等翻訳 ・会議等出席旅費

　機器賃貸借料 ・会議等通訳 ・監査，指導等旅費

・政策懇談会出席等謝金

・難民審査参与員制度に必要な経費

　　委員手当

　　諸謝金

　　委員等旅費

・委員手当 ・難民審査参与員審尋等 ・委員等旅費

　　難民審査参与員手当 　　通訳謝金

　　翻訳謝金

法務省
２６９百万円

Ｄ．　東京入国管理局ほか１庁
３７百万円

【本省から予算配分】

Ａ．　（株）日立製作所ほか
２０９百万円

【一般競争契約・随意契約】

・出入国記録等情報システム（通称ＡＲＩＳ）

・外国人登録事務に必要な物品の調達

・外国人登録証明書調製用機器賃貸借料

・出入国管理業務に関する政策の企画・

　等を本省契約及び，地方に予算配分

Ｅ．　個人
１７百万円

【委員手当】

　立案に必要な物品の購入，役務の契約

【諸謝金】

Ｇ．　個人
２百万円

【旅費】

Ｂ．　（株）日本翻訳センターほか
１４百万円

【諸謝金】

Ｃ．　職員
９百万円

【旅費】

Ｆ．　個人
１８百万円



（Ａ　別紙） （Ｆ　別紙）

契約の種類 支出先 主な契約内容 金額（百万円） 契約の種類 支出先 主な契約内容 金額（百万円）

随契（性質） （株）日立製作所 電算機器賃貸借料 22 通訳謝金 個人 通訳謝金 3

随契（性質） 日本電気（株） 物品購入 17 通訳謝金 個人 通訳謝金 2

一般競争入札 ヨシダ印刷（株） 申請書印刷 11 通訳謝金 個人 通訳謝金 1

随契（性質） 郵便事業（株） 郵便料 11 通訳謝金 個人 通訳謝金 1

健康保険 厚生労働省年金局事業管理課 賃金職員の健康保険料 10 通訳謝金 国際通訳（株） 通訳・翻訳謝金 1

一般競争入札 東洋印刷（株） 広報パンフレット印 7 通訳謝金 個人 通訳謝金 1

一般競争入札 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング（株） 制度委託調査 5 通訳謝金 個人 通訳謝金 0.6

随契（性質） （株）ＮＴＴデータ 調製機器賃貸借料 5 通訳謝金 ディックインターナショナル（株） 通訳・翻訳謝金 0.6

個人 賃金 4 通訳謝金 個人 通訳謝金 0.5

個人 賃金 3 通訳謝金 個人 通訳謝金 0.4

（Ｂ　別紙） （Ｇ　別紙）

契約の種類 支出先 主な契約内容 金額（百万円） 契約の種類 支出先 主な契約内容 金額（百万円）

諸謝金 （株）日本翻訳センタ翻訳料 5 旅費 個人 旅費 0.2

諸謝金 日本トライリンガル 翻訳料 4 旅費 個人 旅費 0.2

諸謝金 個人 調査研究依頼謝金 0.6 旅費 個人 旅費 0.1

諸謝金 個人 調査研究依頼謝金 0.4 旅費 個人 旅費 0.1

諸謝金 麹町税務署 所得税控除 0.3 旅費 個人 旅費 0.1

諸謝金 （株）ホンヤク社 翻訳料 0.3 旅費 個人 旅費 0.1

諸謝金 個人 出入国管理政策懇談会出席謝金 0.2 旅費 個人 旅費 0.1

諸謝金 個人 研修講師依頼謝金 0.2 旅費 個人 旅費 0.1

諸謝金 個人 出入国管理政策懇談会出席謝金 0.2 旅費 個人 旅費 0.1

諸謝金 個人 出入国管理政策懇談会出席謝金 0.2 旅費 個人 旅費 0.1

（Ｅ　別紙）

契約の種類 支出先 主な契約内容 金額（百万円）

委員手当 個人 委員手当 0.7

委員手当 個人 委員手当 0.7

委員手当 個人 委員手当 0.7

委員手当 個人 委員手当 0.6

委員手当 個人 委員手当 0.6

委員手当 個人 委員手当 0.6

委員手当 個人 委員手当 0.6

委員手当 個人 委員手当 0.6

委員手当 個人 委員手当 0.6

委員手当 個人 委員手当 0.6



Ａ．　（株）日立製作所 E．　個人

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

難民参与員手当 0.7借料及び損料 出入国記録等情報システム機器賃貸借料等 22 委員手当

0.7計 22 計

5 諸謝金

B．　（株）日本翻訳センター F．　個人

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

通訳謝金 3諸謝金 翻訳謝金

3

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

計 5 計

C．　個人 G．　個人

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

旅費 指導，監査等旅費 0.3 旅費 委員等旅費 0.2

金　額
(百万円）

費　目

0.2

D．東京入国管理局ほか一庁 H．

計 0.3 計

使　途
金　額

(百万円）

各会計機関への予算配分 37

費　目 使　途

0.0計 37 計
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